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コンビナートの企業構造

一一一わが国の石油化学ョ Yピナートの場合 (2)一一一

下谷政5L

はじめに

わたしは前稿η において，わが国の石油化学コンピナ-!-に例をとり，現代

の基本的生産構造であるコンピナ bの技術構造を説明した。すなわち，現代

の主要な生産単位とは，もはや工場ではなくなり，工場を構成要素とLて成り

立つ有機的結合休ニコ""./1-."ナートとそがそれであると正を述べ売九 具体的に

石油化学工業で言うならば，石油化学コ γピナートとは I扇の要」たるナフ

サ分解部門から各種の誘導品合成部門が展開し，さらに一度扇状に展開したそ

れらの誘導品合成部門が再び相互に多角的に交錯し合うという，原料の総合利

用を目指す，各生産部門の有機的結合体であっfらまた，別の角度から眺めれ

ば， それらの各生産部門(=工場〕はそれぞれが装置体系であり， したがって，

石油化学コ Y ピナートとは「結合装置体系J， または各工場を有機的に結合し

た「一つの生産単位」であった。

乙のように，一つの生産単位としてのコ γヒナートとは，各種の工場が生産

工程上，分離し難〈結合した有機的結合体であるが，各工場(=装置体系〕聞の

関連は，実際的には， (中間〉生産物の需給関係としτ現われる。特に石油化学

コY ビナートの場合は，労働対象の性格および生産の連続的遂行自重要性から，

各工場聞はパイプ結合という形をとっているため，それらの緊張関係は一層強

固であり，ある一部門の運転操作上の失敗ほ波及的に他の諸生産部門に影響を

。Iコンピナートの技術構造Jr酷済論叢』第108;曹第6号.
2) 堀江英一「巨大企業の生産構造JW，経済論叢』第106巻第6号，同編著「イギリス工場制度の成
立J1971， 第4章を審問。
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及ぼさざるを得ない" このように「コ Y ピナートの物質的基礎は， コγ ビナ

ートの構成中に包含きれている何々の部門の聞の，ある種の工業技術的統一性

である 1"ことから考えて， それらが一つの組織統ー体として， 一つの管理主

体の掌握の下におかれることが望ましいことは言うまでもない。換言するなら

ば，単独の企業がすべての生産部門，!:，つまり一つの生産単位たるコ γピナー

ト全体を，構成・管理することが最も望ましいことになる。

しかしながら，わが国の石油化学コ Y ピナートには，周知のように，単独の

企業から構成されているものはない。程度の差こそあれ，それは，複数の企業

から構成された企業複合体となっており，各企業はそれぞれの生産部門を担当

している。すなわち，種々の生産部門(=工場〕の有機的結合体たる「一つの生

産単位」が，事実上「複数の管理単位」で構成・管理されているわけである。

わたしは，以下，前稿で述べた技術構造の上に立って，わが国の石油化学コ

ンビナートにおける，こりような企業構造を説明していくことにしたい。

I 企業集団化の必然性

1) 企業集団化の要因

わが同の石油化学コ γピナートの企業構造を実際に見ていく前に，ここでは，

なぜそれが，単独の企業によってではなし複数の企業によって形成されざる

を得なかったのか，その理由を考えたい。その理由としては次の三つが挙げら

れる。

第一は， コγビナート建設資金の問題である。表一1はエチレン30万ト γの

生産能力をもっナフサ分解部門を中心とするモデルコンビナートの建設費を示

している。 この表によれば，ーコ Y ピナートの建設費は 626億円となっている

が，現在の大型石油化学コンピナートにおける誘導品部門は，その規模・数と

も，この表より充実している〔用地面積も約ω万坪内外である)ため，実際には，

3) 日本石油化学コゾピナート(川崎)のポリエチレン部門を担当していた古河化学泊三操業調始
当時，装置運転に宣障をきたし，コンピナ ト全体の運営に影響を与えたことがそ0一例である a
4) イ プリユーミン『多角形企業論.!l1934，松崎敏太郎訳8ベ}九
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ーコ γ ピナートの建設には約10日0億円'"いう莫大な資金を必要とすると言われ

ている叱 ζのように， まず莫大な建設資金の必要性が，コンビナート全体を

単独の企業で担うことを困難なものとする。

表-1 モデノレ「ンピナートを構成するプヲソトとその建設費

¥¥J設備能力 建 設 費

本体建設費(付帯設備建設当 合 言十

エチレン 00T0/Y 7，5百C万O円 2，2百3万0円 百万円

ナフ十分解 300， 9，700 

高密度ボリエチレ γ 50，000 5，00白 1，600 6，600 

低密度ポリエチレン 120，000 9，600 3，口 ~O 12，6日日

スチレン 60，000 1，800 600 2，41日日

塩ピモノマー 100，000 2，2日目 600 2，800 

酸化エチレン 50，000 2，700 800 3，500 

ヱチ νγグ、り=ール 50，000 300 200 500 

ホ。リプロピレ γ 60，000 6，0口日 1，800 7，800 

アタリロニトリノレ 40，000 3，2日 1，口QO 4;200 

プタ~=ン抽出 45，000 1，400 400 1，800 
ベγぜy

芳 香 族 81，000 3，400 1，口no 4，400 

シクロヘキサン 35，000 300 200 500 
塩
素62，000 食塩電解 2，200 600 2，800 

用 地 30万坪 3白日30 3，000 

合 計 62，6日。

備考石油化学新聞社資料， 42年夏期セミナー配布

第二の理由は技術上の問題である。石油化学コンビナートは誘導品部門の種

類が多<，技術が多様化していること，また周知のように，外国からの無体系

的な技術導入にもとづく技術革新・企業開競争が蛾烈である ζ となどのため，

単独の企業がこれに対応し，すべての技術を十分にこなしてい〈ことは困難で

ある。そこで複数の企業による，コ γ ピナート内での分業が考えられる。

のわが国の先発メーカーである三井石油化学〈岩国・大竹ト三菱油化〔四日市)の操業開始当
初(昭和33，34年)，すなわち，エチνγ年産2万トン程宜の時期ですら， 150憶ないし210憶円
を要した。渡辺掘互二『石油化学工業j1966， 120へーク参照。
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第三の理由は，コンビナート内での中間生産物の販路の問題である。すなわ

ち，そこで生産される多種大量の中間生産物の需要先の確保という要請から，

技術的関連企業がコンビナートに勧誘されることとなり，他方，それらの関連

企業の側からも，原料を自ら生産する要請があり，これら双方の要請から石油

化学コンヒナ トは企業集団化しやすい。

大き〈分けて，以上の理由から，わが国の石油化学コ Y ピナートは現在では

複数の企業から構成されているわけであるが，わたしは以上の三点を，コンヒ

ナート形成の「企業集団化の三要因」とよぶことにする。ところで，この「三

要凶」のほかに，わが国の1ji由化学コンビナートを企業集団化させた大きな理

由として，通産省による行政指導を無視できない。前稿でも見たように，装置

工業としての石油化学工業は，スケ ル・メリ vトを追求する大型装置大型

コンビナ トが有利であるが，個々の企業はさきの「三要因」のためにそれが

困難であって，その計画は標準規模に達しないQ したがって，個々の企業から

提出された 定規模に達しない個別の計画は，行政指導により一括きれ共同投

会場愈としての，一定規模のコ γピナート計画に練り直されるわけである。こ

のように，行政指導は企業集団化の重要な要因ではあるが，しかし問題は，な

ぜそれらの企業が小規模な計画しか提出しえなかったのかにある。それは言う

までもなしさきの「三要因]にこそその理由を求められるべきであろう。

ところで，わが国の石油化学工業は，周知のように，他国より遅れて昭和33

年に出発したために，コ Y ピナートのでき方としては，一挙にかなりの程度の

規模と内容を持つものが建設されることが多い。例外的に住友化学(新居浜〉の

場合は，従来化学方式を石油化学方式に「し、もづる式」に原料転換しで展開し

た成功例であるが，現在のような急激な発展テYポはもはやこのような逐次展

開方式を許さず，しかも十全なる事前の計画性がますます必要とされるため，

一挙に綜合多角的なコンビナートを建設しなければならなくなる。 ιの己とは

一層 r企業集団化の三要因」の作用力士λきくし，したがって単独の企業で

ヨンピブートを形成することを妨げる。
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さてここで，これら「三要因」をある程度克服し，単独でコンピナートを形

成する可能性をもつものは，旧財閥系に属する企業だけであるということが想

定できる。実際，戦前の化学工業において「新興財閥」がその先鞭をつけたの

とは逆に，戦後ζの石油化学工業に先発メーカーとして登場しえたのは，三井

石油化学，住友化学，三菱油化という旧三大財閥系の企業であった。もっとも

それ以前に，石油精製の際の副産物を有効利用するという士業技術的な要請か

ら，日本石油，丸善石油などの石油企業が小規模ながらも石油化学を工業化し

ており，また通産省へ初めて石油化学企業化計画を提出(昭和25年〉したのは

「新興財閥」の流れをひく日本曽達などであった旬。 しかしこれらの企莱は，

いずれも綜合的なコンビナートを形成するだけの力をもたず，結局は上述の旧

財閥系資本を背景にもった企業に先を越きれる ζとになったのである。

の わが国石油化学工業の時期区分

ところで石油化学工業が動きはじめて，その製品が従来からの化学工業製品

の市場に割り込んで〈る仕方には二通りが考えられる。一つには，石油化学工

業によって初めて本格的に作られた物質.たとえばポリエチレYやポリプロピ

レYなどの新製品の製造によってである。もう一つは，原料転換によるもので

あって，すなわち製造される物質としては従来からあっても，その原料が石油

に転換きれることにより，従来からの物質の代替品として，またはそれより良

質で廉価なものとして市場を開拓していく仕方である九そこで，わが国の石

油化学工業の10余年の歴史を，このような観点からその特徴を追うと，次のよ

うに時期区分してみることができる。

まず第一期は， 新製品(特にボりエチレン〕が指導的商品として需要を開拓し

ていった時期〔昭和33~34年〉である。この第一期に先発メ カーとして登場し

たのは，旧財閥系の資本力を背景とLてそれなりにある程度は「企業集団化の

三要因」を克服しえた前述の旧三大財閥系の三企業である。ついで第二期は，

6) くわしくは，右油化学工業協会編「石油化学工業10年史j1971， 38-58ペーシ事照。
7) 渡辺槽二，前掲番， 146ページ， 180-1包ベ ジ害用。
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第一期に右油化学工業がわが国にも定着しはじめたことに促されて，従来方式

の化学企業が一斉に石油化学方式に原料転換する時期(昭和34~39年)である。

しかしその際，これら化学企業の中には「企業集団化の主要因」により，単独

では綜合コ Y ヒナートを形成しえないものが多ししたがって自らは誘導品合

成部門を担当しつつ，ナプサ分解部門を担当する石油精製企業と結合する乙と

によってコンビナートを形成した。そのためここに，化学企業と石油精製企業

が相互に歩み寄って形成されるコ Yピナートが生まれることになった。最後に

第三期は，その後石油化学工業がますます大型化の方向にむかい，特に昭和44，

45年からの 130万ト Y時代」に表現される巨大化の時期である。この時期はま

た，上述の化学企業や石油精製企業以外の産業企業，特に繊維企業などによる，

原料の自給化・高分子化学製品での経営多角化を目指しての，石油化学コンビ

ナートへの本格的進出，および先発メーカーによる「第Eセンター」の建設と

いうような発展的側面じ逆に巨大化ゆえの企業結合聞の誇矛盾の露呈の側面

とLづ，二側面をもった時期でもある。

以上の時期区分は，もちろん，厳密なものではないが，わが函における石油

化学コ γピナ←トの形成，その構成企業などを，これから見ていく場合の一つ

の目安となる。さてわれわれは，いよいよ具体的分析にとりかかろう n

11 企業結合とコンビナートの形態

1) ナフサセンター企業

石油化学コンビナートにおける生産諸部門を大別すると，ナフサ分解部門，

およびいくつかの誘導品合成部門とになる。そしてわれわれが石油化学コ Y ピ

ナートを見ていく場合，まず注目すべきはナフサ分解を担当する企業〔以下z ナ

フサセγター企業とよぷ)である。 ナフサセンター企業は，各種の誘事品合成部

門への原料の供給源というコ Yピナートの工業技術的中心であり，さらにコ y

ピナート形成にあたって，各種の誘導品合成を担当する企業てJ;!Tア苓覇霊棄

とよよりを集合させる中心でもあり，コンビナートの「主催者」である。
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このように，コ γピナ トにおけるナフサセンF一企業の位置が優位なもので

ある的ことから，わたしは，まず最初にナフサセ Yター企業を，次いで誘導品

企業を説明することにしたい。

まずナフサセY ター企業は，現在14企業が数えられ，表-2はそれらの資本金

構成を掲げたものである。ここで簡単に，さきの時期区分にそって，各ナフサ

セYター企業の成立を見ていこう o まず先発メーカーである旧三大財閥系のナ

フサセンター企業のうち，住友化学は在来の化学企業が「いもづる式」に逐次

に原料転換を行って石油化学工業に進出した企業である。これに対して，三井

石油化学，三菱油化は，いずれも石油化学時代の開幕に際して，三井系，三菱

系の諸企業が共同で石油化学専業企業として新たに設立したものである。すな

わち三井石油化学は，三井系7社〔三井化学，東洋高圧，東レ，三井妥蔦，コ池苓

成z 三井鉱山，三井銀行〉に興亜石油(カノレテックJめが参加して設立(昭和田年7

月〕きれ，他方三菱油化は三菱系8社(三菱化成ム旭硝子，三菱レ ョγ，東海硫

安，三菱金属，三菱地所，三菱商事，三菱銀行)に昭和石油 (γエル〕が参加して設

立〈昭31年4月〕された企業である。このように，第一期に出発したこれらの旧

三大財閥系のナフサセ Yター企業は，その後，資本金構成に若干の変更もあっ

たが，それぞれの資本系列に属する企業が共同で設立したものである。

次に第二期に稼動を開始したナフサセンター企業を見ていくと，日本石油化

学，東燃石油化学， 出光石油化学の三企業は，表 3のように，いずれもその

親会社たる石油精製企業の 100パーセYト子会社， つまりこれらは石油企業出

身のナフサセンター企業ということができる o 同様に丸善石油化学も，その発

足当初〔昭和34年10月〕は丸善石油の完全チ会社であったが，親会社り経営悪化

により， 表-2に見るように， コy ピナート参加の 5化学企業(誘導品企業〉か

ら各10パ セントの出資を得て(昭和田年2月)， 現在では石油資本+化学資本

でナフサセ Y ター企業を構成している。化成水島は，在来の化学企業である三

8) ナフサヒγター企業の優位性のため，多くの企業がそこへの進出を指向した。た2二えば， r昭
和::l!i年までに7つが[ナフサセンター〕建設の許可を聾得したが，この部門へ白進出計画はざっ
と30に甲ぼっていたのであるく政抽蛙済研究所編「日本の化学工業， 55ベータ〉ム
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大協石油 (25) じた日本4、キ(15)1日本興業銀行 ο0)
|日-古七見町

ナフサセンター企業の資本金構成

J由 七学一| そ の 他

|三井東圧 4.5) 1主2212f行(且5λ 三井擁(8.8)，三井信託(6)，
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備考
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菱化成の完全子会社である。この三菱化成は，前述のように，石油化学専業メ

ーカーとして第一期に出発した三菱油化の設立に中心的役割を果たしたが，そ

の後の従来化学工業から石油化学工業への激しい原料転換の波に押されて，自

らも転身せざるを得な〈なったものである。

最後に第三期に出発したナフサセYター企業を見ていくと，まず大阪石油化

学は三井東圧(昭和43年10月に三井化学と東洋高圧の合併したもの〕と関西石油化学

〈宇部興産中心，他11社〕との折半出資で設立された企業である。よの三井東圧は，

上述の三菱化成と同様，在来の三井系化学企業として，第一期に出発した三井

石油化学の設立に一役買ったわけであるが，自らも石油化学へ転出せざるを待

なくなったものである。したがっじ三菱系には三菱油化と三菱化成，三井系

には三井石油化学と三井東圧と，それそ

なり周知の競合間題を生じている。 この点，住友系にあっては，表 2のよう

に，住友千葉化学は住友化学の完全子会社であり，別会社形態をとっていると

はいえ，実質的には「住友化学の千葉製造所」であって連携もスムーズである。

鶴崎油化は昭和電工を中心とするナフサセンター企業である。また浮島石油化

学は，三井石油化学と日本石油化学の折半共同投資で設立されたナフサセ './)i

一企業であるが，これはナフサセYター企業同士で設立されたという点で特徴

的である。なお浮島石油化学のナフサクラッカー (30万トン〉で抽出される溜分

は，折半して三井石油化学と日本石油化学のそれぞれのコ Yビナートの誘導品

合成部門へ供給され，浮島石油化学自身はそれ独自の誘導品合成部門を持って

いなし、。また水島エチレYは， 化成水島と山陽石油化学 O由化成60%，日本鉱業

40%)の折半出資のナフサセ Yター企業である。 この浮島石油化学や水島エチ

レ'./，さきの大阪石油化学などは，第三期の巨大化時代にあって，溜分の供給

過剰をおさえる必要から，通産省の行政指導に上り，一時的に共同投資形態で

設立されたものである。したがっτ，将来需要が拡大すれば分離してそれぞれ

が独立したナフサセンタ 企業になるとも言われている。最後に新人協和石油

化学は， 既存の大協和石油化学(協和酪酵日%~大協石油40%) が発展的に解消
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した後に設立く昭和43年11月〉された最も新しいナフ十セYター企業であり，石

油企業十化学企業からなる。

以上，われわれは簡単にナフサセY ター企業を見てきたわけであるが， ζ こ

で整理してみると，ナフサセy ター企業には， (1)旧三大財閥系の系列企業によ

り共同で設立されたもの(第一期)， (2)石油企業出身または化学企業出身，およ

びその両方の結合したもの〔第二期以降.)，の三つに大別できる。

2) 誘導品企業

次にコンビナートを構成する誘導品企業を調べてみよう。さきにも述べたよ

うに，現在のわが国の石油化学コンビナ トには，厳密に言って単独の企業か

ら構成されているものはなく，程度の差こそあれ，それはいずれも「企業集団

化の三要因」によって複数の企業から構成されている。すなわちーンピフ ト

の工業技術的中心であり，その主催者たるナフサセンター企業以外の企業が，

誘導品企業としてコ γ ピナートに参加しているわけである。したがって，ここ

で誘導品企業を見 Cいく場合 I一つの生産単位」たるコ Y ピナートの中心で

あるナアサセyター企業との関連から，それを見てし、かねばならない。つまり，

それら誘導品企業が，ナフ十センター企業といかなる資本的関連をもってコン

ピナ トに参加しているのかが重要である。そこで，コ γピナートごとに，次

のような基準を設定して参加誘導品企業数を整理したのが表 3である九すな

わちその基準主は，①ナフサセンター企業が，自己と同じ資本系列にある企業

と合弁して作った誘導品企業，①ナフサセンター企業が，自己と異なる資本系

列にある企業と合弁して作った誘導品企業，③ナフサセY ター企業からは独立

しているが，ナフサセYタ 企業と同じ資本系列にある誘導品企業，④ナフサ

センター企業から独立している誘導品企業，以上である。この基準で①と②の

誘導品企業には，いずれもナフサセYター企業の資本が入っているので，ナフ

サセYター企業の統制下にあるか，またはそれに協力的な誘導品企業として区

9) 基準をナフサセソタ 企業との資本的関連で設定した白で，ナフサセ γター企業が複合偉であ
るものは除外した。た町し 富合体のうち丸善石油化学と鶴崎油化は，それぞれ丸善石油，昭和
電工を主体と考えてこの表心中にふ〈めた。
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表 3 ョンピナートに参加する誘導品企業数 (1970年〉

ナフサセγタ 企業 |① ③③  @]計
三井石油化学〔岩国，大竹) 1 。2 O 3 
住友化学〔新居浜〉 。 5 。。5 
三菱油化(四日市) 1 4 4 1 10 

日本石油化学(川崎〕 1 2 1 10 14 

東燃石油化学 (}II 崎〉 。 2 O 12 14 
丸善石油化学 f千葉) 1 。。 9 10 
化成水島〔水島) 3 1 I 1 6 

出光有油化学(徳 IU) 。 2. 0 12 14 
三井石油化学(千葉〉 o 2! 0 O 2 
住友千葉化学(千葉〕 。 4 i 0 1 5 
鶴崎油化〔大分) 3 3 i 2 1 9 

三菱油化(鹿島〕 6 o I 4 1 11 

備考 もちろん，ナアサkνタ企業自身も誘導品を合成している
って重要なのは， が，こD表からは除いたロ

ナフサセンタ 企業にとって最も遠い関連にある④の誘導品企業の数であるこ

とは言うまでもない。

表 3を見ると， いわゆる典型的な「企業集団型コンピナート」 と言いうる

のは，④の誘導品企業数の圧倒的に多い::Z~ピナ ト，すなわち日石，東燃，

丸善，出光などの石油資本が中心となっているコ Y ピナートである。これらの

コY ピナートが典型的な!企業集団型コ y ピナート」となるのは r企業集団

化の三要因」が特に作用するからであるが，その内容は次のようなものと考え

られる。すなわち，わたしはさきにわが国の石油化学工業の時期区分をしたが，

その第二期には石油企業と化学企業とが相互に歩み寄って形成するコ Y ピナー

トが生まれたことを述べたu つまり一方で石油企業の方は，石油精製から生ず

る廃ガスやナフサの有効利用のため石油化学コンビナ トの形成を指向するが，

ナフサ分解はともあれ化学品製造，誘導品合成には技術的素人である ζ と，ま

た大量の石油化学製品の特定の販路を有Lないことなどの弱点のため，誘導品

合成部門までへの進出は跨時される。他方，在来化学企業の側から見れば，第
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一期における石油化学工業の定着による激しい石油への原料転換は，半ば強制

的にかれらを石油化学コ γピナートへと駆り立てるが，さきにも述べたように，

もとより独力での綜合的なコンビナートの形成は困難である。したがって，こ

こに行政指導によれこれら化学企業の一定規模に達しないコンピナート建設

計画は一括して大規模なものに統合され，しかも石油精製業の上述の弱点を補

う形で，双方の解決を圏るべく「縁組Jさせられたりである。これが，第二期

の石油資本中心のコンピナ トに④の誘導品企業が多い理由である。なお，こ

の第二期には， これら石油資本中心の4コンビナ トのほかに，化成水島〔三

菱化成〉をナフサ七Y ター企業とするコンビナートも発足した。 三菱系の在来

化学企業であった三菱化成も，原料転換の波にほ抗しえず石油化学コ Y ピナー

トを建設したわけではあるが， 表-:1に見るように，④の誘導品企業数は少な

い。これは旧財閥資本を背景として. r企業集団化の三要因Jをある程度，兎

服していることを物語っている。同様に旧三大財閥系のナフサセY ター企業を

中心とするコンビナートは，いずれも①の誘導品企業数が少ない。ここにわれ

われは，④の誘導品企業の数を基準にして，石油化学コンビナ トを， (1)旧財

閥系のナフサセYター企業を中心とするコンビナートと， (2)石油資本をナフサ

セγター企業とするコ γピナートに大別できる。

3) コY ピナ トの資本系列

さきの表-3により，現在のわが国の石油化学コ γビナートには単独の企業

で構成されているものが存在しないこと，特に石油資本中心のコンピナートは

10以上の企業から構成されていることを知った。それでは一つの生産単位とし

て「リズムとパラ Yス」を重視すべきコンビナートが，このように複数り企業

から構成され工いる事実をわれわれはいかに理解すべきか。イ・プリユーミ γ

はその著『多角形企業論』で次のように言っている。 i生産単位の聞の密接な

不断の関連 ，ところがこの関連はこれらの両生産単位が半ニゐ企業の構成

の中に包含されるという条件においてのみ保証されうる」円 「工業技術的に相

10) イ プリゐ ミ円前掲書，松崎訳10-11ベジ!時点引用者E なお，プリユーミンの「生産
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互に結合された個々の部分が，自立的な企業として現われているという場合

(ぞれは極めて稀に見られるも町であるが〉も理論的には考えられる。しかしこれら

の場合は， 般的原則を証明している例外を表わしている」山。 またレーニ γ

は次のように言っている。すなわち，コ Yピネーショ Yとは「あるいは原料加

工の一貫Lた諸段階をなすか，あるいは相互に補助的な役割を演じる種々の工

業部門を， 一個の企業に統合したものである」問。 これらの見解は， これまで

見てきたわが国の石油化学コ γ ピァー lのように，コンピナ トが複数の企業

で構成され， i国々の生産部門=企業であるとL寸事実に合致しないように見え

る。

わたしはこれまでコ γ ピナートを， それを構成している企業のレヴェノレ(特

にナフサセンター企業を中心とする視角7から見てきたわ町であるが， ここでもう

一段上のレヴヱノレから，つまり資本系列の視角から見直してみることにしよう。

なぜなら，さきの表 3で①，②，③の誘導品企業はナフサセンター企業との

合弁企業，もしくはそれと同資本系列に属する企業であったが，結局，それら

は同ーの資本系列に属する企業と考えても差支えないからである。逆に③の誘

導品企業数の多いコ Yヒナ ト(石油資本中心〉はp ナフサセYタ←企業とは資

本的に無関係に，異系列の資本が寄り集まってコ γピナートを構成Lていると

考えられる。そこで，それぞれのコンビナートを構成している中心的な資本系

列を整理してできたのが表 4である。 ζの表を見ると，旧三大財閥系のナフ

サセ Yター企業を中心とするコンビナートは，誘導品企業をも自己の資本系列

の企業群で占め，コ γピナート全体を同ーの資本系列 E握っている乙とがわか

る。したがっ亡， ιれらの旧三大財閥系のヰンビブートは「同 資本系列コ γ

ピナート」と呼ぶことができる。同様に鶴崎油化コンピナ トも富士銀行グル

ープが大半を握っている。また大阪石油化学，水島ヱチレソの両コ Y ヤ、ナート

は，前にも述ベたように行政指導による一時的な集合体である左すれば，それ

単位」と比われわれの場合「生産部門」のことであるロ
11) 同前，払鴨訳238ページ。
町 1ノーニン『帝国主義』岩世文庫， 31へ 三人情点引用者。
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表4 コンビナートを構成する資本

コンピナ]ト |ナフザセンター企業| 誘導品企業

第 三井石油化学(岩田，大竹〉 =井 ニ井

住友イじ学(新居浜) 住友 住友
期 三菱油化(回日市〉 三菱 三菱

日本石油化学〔川崎) 日本石油 旧日窒，富士，第 ，興銀
第 東燃石油化学〔川崎〕

東丸三三善和亜，菱燃石料油旧十日窒!興銀

旧日窒，富士，第一

九善石油化学(千葉〉 三和，旧日窒，興銀

期
化成水島〔水島〕 三菱

出光石油化学(徳山〉 出光興産 旧日窒，三和z 興銀，第一

=井石油化学〔千葉〕 ニ井 ニ井

第 住友千葉化学(千葉〉
住友 住友

鶴崎油化〔大分〕 富士 富士，新日鉄

浮島石油化学(川崎〉 三井+日本石油 な し

大阪石油化学(界，泉北〉 三井+三和 三井，三和

期
水島エチレン(水島〉 三菱+旧日窒 三菱，旧日窒，第 ，三和

=菱油化(鹿島) 三菱 三菱

新大協和石油化学(四日市) 大協石油+興銀 興銀，富土

備考 「石油化学工業年鏡Jr昂刊の研骨Jr有伺罫券報告書Jr会社年鑑」などより作成。

ぞれ二つ0)資本系列が仮に同居したものと考えられる。また新大協和石油化学

コンビナートは興銀グループのコンビナートとし亡生まれつつある。以上に対

して，さきに石油資本を中心とするコンビナートに典型を見た企業集団型コ y

ピナ }は，ここに「異種資本系列コ Y ピ1ート」とも呼びうるであろう。と

ころで表からも切らかなように， 16OコY ピナ トのうち，半数が「同一資本

系列コンザナート」であり，行政指導により一時的に同居しているものを併せ

れば，大半のコンビナー卜がそれぞれの資本系列に握られたものであることが

わかる。 r石油化学工業が諸産業の中枢的地位にまで発展する~いう認識は

巨大企業の経営戦略の中心になりつつある。すでに財閥系コンツェノレY，ある

いは金融資本の化学工業に対する姿勢に重大な変化が見られ，旧三大財閥がそ

ろって石油化学工業を自己のコ γツェルγ発展のケルYにまた金融資本はそれ
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ぞれの融資系列を石油化学コンビナートに結集している事実はこれを端的に示

すものである」問。

以上述べてきたように，わが国の石油化学コ Yピナートは複数の企業で構成

されているとはいえ，その大半が「同一資本系列コ Yピナート」という言葉で

表わしたように，資本系列のレヴェノレから見ることによって，コ Yピナ ト全

体が一つの資本系列(資本グループ〕により握られていると理解する ζ とができ

る。現在の石油化学コ Y ピナートのように巨大かつ複雑な生産単位においては，

ますますコ γ ピナート内の全生産部門が一個の企業の支配下に掌握されること

は不可能となり，代わりに資本系列が，系列下の諸企業に各生産部門を担当さ

せながらコ γ ピナー}全体を支配することによって，一つの生産単位のリズム

とパラ γスを保つ方式が取られている。

4) 同 資本系列内部での競合

ここでわたしは，同一資本系列内に複数のナフサセYタ 企業を持つ三菱

(=菱油化，三菱化成〕および三井(三井石油化学，三井東圧〉資本のことについて

ふれておかねばならない。これらの企業が同一資本系列内部で競合問題を起こ

してきたことは周知の通りである。 Lかし装置工業と Lてλケーノレ・メリット

を追求してやまない石油化学工業にあって，それぞれが別個に装置・コ yピナ

ートを巨大化し競合対立する乙とは，三菱資本，三井資本というレヴェノレから

見ればマイナスである。つまり装置工業の場合，別々の場所によりも同ーの場

所に，さらにたとえばエチ v:/30万トンを生産するには， 10万トンプラントを

3基そなえるよりも30万ト Yプラントを 1基そなえる方が得策であることは疑

いない。 したがって，表るからも確認できるように， 同一ナフサセンター企

業で 2つのコンピナートを持つ先発三メーカーの場合，第Eコンピナート建設

以後は第IコY ピナー卜の規模は不変である。 ζれらの企業が新立地に別のコ

Y ビナートを建設したのは，もっぱら旧立地の狭障さ，地理的制約などの理由

であって，そういう意味ではやむを得ざる進出であった。

13) 葉山ニ郎「イじ学コンピナ トにおける経営戦略J，経済罫論Jl1961. 7月号.，へ 三人
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表 5 ~チレン生産能力推移 単位(万ト γ)

企業 コンビナート|お年 羽 ~40 I 41 I 42 I 43 I 44 必 14~

石 b学I1(千葉〕
8.0 I 16一.0I 16一011800O118200|11182001111820011820011820 O 

住化友学〔千葉)1I(新居浜 I1.2 
I1(千葉) 一ー 10.0 I 10.0 I 12.0 I 42.0 I 42.0 

叫 !I〔四日市) 12 
~~._- 1I1(鹿島〕 空1

1

:竹一一 一 一回~I

このように，同 ナフサセY ター企業が第Eコンピナートを建設せざるを得

なかった理由は，もっぱら旧立地の制約によるものであるが，しかしわれわれ

がい主問題にしている同一資本系列内の企業聞の競合問題は，さきl土述べたよ

うに，それら企業の設立の経総から生じたものである。したがって，それらの

企業が別個にコンビナートを建設し競合するという上述の不利益性が，資本系

列のレヴェんから解決を図られつつあることを指摘できる。すなわち，たとえ

ば三菱系の両ナフ+セY ター企業問では， 方で三菱油化の方が装置の巨大化

を目指し，他方で三菱化成は今後「これ以上の大型化を避ける方針」であり，

ファイ Yケミカノレ(薬品，染料など付加価値の高い物質〉や「新しい誘導品の開発

に力をそそぐ」という資本系列内部での分業化を進める ζ とによって競合を回

避しつつ， 最終的には合併一体化する方向に向かっているとも言われている凶。

III コンビナートと企業結合

1) 同一資本系列コンピナート

昭和42年 6月の第7回石油化学協調懇談会において，ナプサクラッカーの新

設基準は 30万ト'//年と決定され， いよいよ匡大化の時期 130方ト γ時代」が

はじまった。このナフ+クラッカ の巨大化は当然に誘導品合成部門り大型化

と多様化をもたらすが，複数の企業で構成されるコ Y ピナートにおいて，それ

14) 四本経済新聞. 197ぽ手10月10目付.
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はどのように展開したのか。わたしは乙 ζで，コンビナ トの内部における企

業結合の問題点を見ていきたい。

まず最初に同一資本系列コ Yピナ トから見ていくと， 30万ト Yという巨大

なプラ Y トがコ Y ピナートのかなめの部分に出現することにより，かれらとい

えどもその資本系列をこえて他企業をコンピナートに参加させざるを得なくな

ると考えられる。すなわち，巨大プラントによる大量の中間生産物の生産は「

企業集団化の三要因J， とりわけ販路・需要先の確保問題を， 同一資本系列コ

γピナートですら，その枠内では解決困難なものとし，何らか白形己系列外の

企業を参加させる乙とになる。その実態士見ていくと，たとえば，茨減県庫島

の三菱1由化の第1I ~γ ピブートは，その周到な言|画性と大型プヲ γ! などから

「モデノレコンビナ ト」と呼ばれているが， 表 6はそこにおける誘導品企業

を列挙したものである。表からもわかるように， ζのコ Y ヒナートの特徴は，

「国際競争カのある大型規模で実施する左いう建前から企業化の大部分は共同

投資形態をとっている」回ということである。すなわち， 系列外企業を自己と

の共同投資形態で参加させることによって，しかもそれらは三菱系の企業が中

心となり支配権を維持したままで，解決をはかっているわけである。与のよう

に，同一資本系列コ γピナートにおける装置・コンピナートの巨大化に対応す

る需要先の確保問題の解決は，反面，自己中心の共同投資形態を採ることによ

って，それらの企業を自己の系列下に再編成していく過程でもある。前にも見

たように，石油化学コンビナートは同一資本系列コ γ ピナートとして，同資本

グループに属する諸企業が結集する恰好の場を提供したわけであるが，それは

また，このように新たな傘下企業の拡大，再編成の絶好の場でもあると言え

る。

鹿島コ Yピナートに限らずわが国の石油化学工業には，周知のように，子会

社中合弁企業が著しく多い。一般に子会社や合弁企莱を設立する乙との利点と

しては，そ ζ には小株主が存在しないため詳細な会計報告の公示，官庁への提

15) 重化学工業通信社『日本の石油化学:.I.~暑.!l 1969-年版， 83ベータ。
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出の必要がなししたがっ

て税金・利潤操作などの経

営秘密が最大限に守られる

ことなどが挙げられる舶が，

そのほかに次のような点が

考えられる。第ーには危険

回避目的である。つまり石

油化学工業は相当規模の初

期投資が必要であり採算ベ

λ に乗るまでには長期間

この危険をを要するので，

暫時的に負担するための

(完全〕子会社が分離・設立

される。したがって償却を

終え採算ペースに乗りはじ
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三菱油化〈鹿島〉ョ γ ピナートの誘導品企業

鹿島塩ピ毛ノマー (目指定。旭硝子
鐘淵化学
旭電化

(0旭硝子
旭電化

(~三菱油化
。日東化学

(~三菱油化
白日本カ パイド

(:旭硝子0信越化学
旭電化
。士菱油化
鐘淵化学

(~三菱油化
。太陽酸素

(口三菱油化
Oヲイオン油H旨

第一工業薬品

(口三菱油化
主子製、紙

表-6

鹿島ケミカノレ

鹿島アンそニア

鹿島メラミン

鹿島電解

素酸島鹿

四日市合成

めれば子会社は親会社に吸

収されていくこLとが予想さ

れる。第二は資金調達力や，

さきに鹿島コ y ピナートの

例で説明したように特に寂

王子油化合成紙

路市場問題での制約をカハ

三菱油化

信越化学

鐘淵イじ学

旭硝子

三菱江戸川化学

日本合成ゴム

武田薬品

グラレ ーする目的での〔共同投資〉

子会社の設立。第三には技

術提携を理由とする合弁企業である。つまり，わが国の石油化学工業の技術の

大部分は欧米から導入されたものであるが，導入先からは技術秘密を守る要請，

備考 O印は三菱系企業。

16) 角在登志堆「独占企業の新結合形態としての合酔会社と現代日本資本主蓑JW愛知大学経営会
計研究~ 1時4.第3号17ベジ書原Lなお天谷直弘『石油化学り話Jl1969， 84-109ページ.
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また受け入れるわが国企業の側にとっては外資の参加をその技術に関する事業

だけに限定したいという要請から数多くの合弁企業が設立されたm。最後に第

四は，通産省による行政指導，特に集中=共同生産体制による共同投資会社で

ある。つまり，一方での装置主業特有の個々のプヲ γ トによるλケーノレ・メリ

ットの追求，すなわち巨大化と，他方でプラ γ ト操業度の市場的制約との対立

は，必然的により大規模なプラントへの集中ニ共同生産体制を生み出す。たと

えば， 7'/モ=.7，メタノーノレ，塩ピモノマ などの生産部門における供給過

剰をおさえる方途として，一時的には中小メーカーの不満をそらす形で，それ

らを大メーカーに統合して一つの新たな共同投資会社を設立し，共同の新たな

巨大プラントによるスケーノレ・メリヅトを分配しようというもの古ある問。 し

かしこれも結局は，その体制の中で田中心的企業による再編成につながらさる

を得ない。 i集中生産とか共同生産とかし、っても，そのメリットが公平に分配

される可能性は少なく，むしろメリッ 1を有効に利用しうる企業と利用しえな

い企業との間に企業格差を生ぜしめる原因になるのである」問。嗣

さて子会社や合弁企業の設立理由が上述の上うなものである以上，それは，

その企業独自の工場中従業員をこ Eきらに持つ必要のないことを意味する。た

正えば，住友千葉化学 f回仰とダイセノレe4時γの共同投資会社である日本ア

ノレデヒドは，実際には住友千葉化学の従業員が住友千葉化学の工場で生産して

おり，また会社機構の点からいっても，それは住友千葉化学株式会社の第一製

造部のアノレデハイド課に相当する。このように共同投資会社では，そのうちの

主要な出資会社に経営委託・生産委託がなされ，出資比率は単に溜分引取比率

を示すにすぎないものが少なくなしまた外国技術導入を契機とする合弁企業

17) その意義に関しては，さしあたり角者量志雄，前掲論文および大山倣「コンピナートを拠点と
する米 日独占資本の支配JW季刊曜済'Jl1965，春季号を参照。
18) たとえば， 日本アンモニア(住友化学28%.他 3社L 東日本メタノ←ル〈住瓦化学三50%.他
9社)， 西日本メタノーノレ(三井東圧50%，他7社)， 千葉塩ピモノマ (住友化学:28%，他4
社〉など.
19) 野口雄一郎「日本化学工業の再編成」円七字経済1196~ 8月号8へージ。なお，林喜世茂『巨
大化する石油化学.lI277ベ ジも，おわせ書照。
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はほとんどが独自の工場と従業員を持たない「名前だけの会社」である。

以上見てきたように，第三期の巨大化時代には，同一資本系列コンビナート

といえども，その枠をこえて他企業をコンビナ ト内に参加させざるを得な〈

なるのであるが，その場合の処し方としては，自己中心の共同投資形態，集中

三共同生産体制をとりつつ参加させることにより解決を図りながら，かえって

それをテコとして参加他企業を自己の系列下におさめていく過程でもあると考

えることができる。

2) 異種資本系列コンビナート

次に異種資本系列コンビナートにおける問題点主見ょう。この:....1:/ピナート

は，前にも説明したように，異系列。資本が同居しているわけであるが，そこ

から独立し新立地に同一資本系列コンビナ トを建設したものとして3 昭和電

工をナフ十センター企業とする宮土グループの鶴崎づソピナート(昭和44午4月

稼動開始〉がある。昭和電工はそれまで日本石油化学台よび東燃石油化学の両コ

ンビナートに参加する誘遵品企業としてェチレンを14万トン，プロピレγ

を6万トンも〔ナフ叶セγ タ 企業から〕買ってくるというような，わが国で

は最大の大手となり ，たとえばアグリロニトリノレなどは〔原料プロピレン

の〉値段によって企業がやるかやらないかに影響してくる」という「分岐点」

に立たされ，ついに新立地にナフ+セ γタ 企業としてコ Y ピナ トを主催す

ることになったものであるべ従来の誘導品企業が独立し，ナフサ七 Yター企

業として新立地にコ Y ピナートを主催することになれば，おのずとこれまで参

加していた異系列資本コ γ ピナートから離脱していくことになる。そのことを

日本石油化学コ γピナートの中で見ていこう。

昭和電工は日本石油化学コ Yピナートにその発足当初から誘導品企業として

参加し， 図-1のように， 昭和36年には昭和油化(昭和道工白子会社〕がポリエ

チレYを，昭和電工がプロピレン系製品主作っていた。 38年 5月，昭和油化は

同じコンビナート内でスチレγ製造にあたっていた鋼管北学と合併して日本オ

20) 貿易之日本.!J1969. 3月号130ベージ。
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図 1 日本石油化学コ Y ピナートからの昭和電工の離脱

〉
ダ
年和昭 日本寸レフィン仕苧

日本オレ7ィン{t字

....-----， L_____..J 
惜考誘導品企業としては，昭和電工，およびそ白合併・子会社だけを
掲げた.石油化学工業協会『石油化学工業の現状』各年版.およ
び『石油化学工業年鑑』各年版より作成ん

手ν〉r--

hhr-ーー--1

レフィン化学と改称， 41年には日本オレフィン化学がエチレンを，昭和電工が

プロピレYとオフガλを消化していた。 41年11月，昭和電工は住友化学との折

半出資で日本ポリスチレY を設立，日本オレフィン化学のスチレγ事業を分割

した。そしていよいよ42年 5月，ナフザセYター企業鶴崎油化が昭和電工を中

心に発足し，新コンビナ ト主催が明確となったことにより，まずこれまで日

本石油化学コンビナ ト内でプロピレY を消化していた部門が離脱した。 44年

4月からは鶴崎コンビナートがその稼動を開始した。そして45年には日本ポリ

スチレンも日本石油化学コンビナートから離脱した。乙の事例のように，誘導

品企業がこれまで属していたョ y ピナートから離脱してい〈ことは，離脱され

た =γ ピナートにとって，溜分の需給ノミヲンス上の大問題であり，必然的に全

体のコストに影響せざるを得ない町。 日本石油化学コ Yピナートでは，離脱し

21) 周知のように，特に最近になってコゾぜナートの「協調体制」にヒピが入りは巴めている。す
なわち，昭電は日本オレフイ Y化学で消化するエチレンの一部まで，日石や東燃から鶴崎コ γヒ
ナートに切り替えトヲプルを起としマいる〈目盛.4出回1/29やt).同様に.興銀系申軍洋曹達が，
新大協和石油化学コンピナ ト〔興銀系〕の開始に際し，従来から事加していた出光石油化学コ
ソピナ トとトラプルを起こしている(目笹.4G年9/27柑L
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た昭和電工の穴うめを従来から同種製品を作っていた他の誘導品企業に肩代わ

りさせてはいるものの，最近はナフサセ"/5ー企業が自ら誘導品部門に進出す

る傾向が見出される酌。 日本石油化学や東燃石油化学などは，発足当初はナフ

サ分解専業企業であったが，現在ではいくつかの誘導品部門にまで進出してい

る問。その理由としては，上述の離脱の穴うめのほかにも，ナフサクラッカー

の巨大化による各溜分の供給量増大の結果としての，各誘導品部門の波及的な

大型化・多様化を自ら補うという己とがあげられる。 ζれらの諸問題は，異種

資本系列コ γ ピナートにおいて，ナフサセンター企業が「企業集団化の三要

因」をそれなりに克服して自ら誘導品部門にまで進出していけるか，それとも

「三要因」の重圧に押され結局はコ γ ピナート自体が弱体化していくかり決定

的な岐れ道であろう o

3) コソピナートの調整機関

以上，同一資本系列コ Y ピナートおよび異種資本系列コ yピナ トにおける

それぞれの問題点について述べてきた。最後に，複数の企業から構成されてい

るわが国の石油化学コンビナートにおける，各企業(=生産部門〕聞のリズムと

パヲンスをとる機関(運営協議体〕の有無に関して，わたしの調査した結果を簡

単に述べて本稿を終えたい。

まず，そのような機関がより必要とされるのは，常識的に，異系列の企業か

ら構成されている異種資本系列コンビナートであろうと想定される。その典型

としては，丸善石油化学コ Y ピナートの「千葉石油化学連合J(図のがある叫O

Lかしこれは，ほとんど形式的なものとなっており有効な役割を果たしていな

い模様である。 また日本石油化学コ γピナートの「生産委員会J， 東燃石油化

22) 白石化学コシゼナ トにおける古洞化学のつまずきに際し，日本石油化学はその筆頭供主とな
った(昭和41年6月)が，ついに「石油化学製品D誘導品拡大をねらっていた日石化学」は古河
化学を買収するに至ョた〈日笹，昨年12/1付).
2め たとえば，日本石油r化学はポリエチレソ，アセトソ，イソプロパノ ル， B.T.X，アルキル
ベソゼンなどへ，東燃石油化学はポリプロピレソ，石抽樹B昆 MEKなどへ進出しているロ
24) その基本相領の内容は.1)競合回避， 2)原料自有効合理的利用.3)共同施設の共同運蛍，
などであり，理想と努力目標を掲岬ているにすぎないof-=づノミスト.!I1961，fi月16日号13ぺ一丸
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学コ Y ピナートの“take.or-paysys匝m なども，コンビナートの発足期には

構想されたが，現在では存在していなし、町。 これら異種資本系列コ Yピナート

のほとんどは，たとえば出光石油化学コンビナ-}のように，全体の運営協議

体は存在しないが，コ Y ピナートの防災安全協議会，オーバーホール期の調整

のための生産会議など， i白JJIjゐ実除白在感肉しか持っていないのが実情である。

また，前稿で述べたユーティリティの集中・共同化も同一資本系列コ Yピナー

トにくらべると立ち遅れtいる。乙れに対して，同一資本系列コ Yピナートで

は， たとえばλ阪石油化学ョ y ピフート〈三井資本十三和資本〉内の三井系企業

だけで作られた「泉北地区協議会J(図のや鶴崎ョ y ピナ トIDr生産委員会」

などが見出される。 r泉北地区協議会」は各構成企業の工業所長の協議会およ

び専門分科会からなるが，実際的には，たとえば人事採用はコンピナートの中

図-2 千葉石油化学連合

「総務部会

ト労務部会
工場協議会 | 

ト技術部会

社長会最高委員会一幹事会 L生産部会

」運営調査会
備考パンフレット「千葉石油化学連合」より。

図 3 泉北地区協議会
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25) 日石化学づソピナー卜甲「生産歪員会」仕ヨソピナート0発足当時，各社田ヅラ γ トの稼動闘
蛤時期0調整のためのもので，昭和36年の時点で消誠していた.また東燃コ γぜナー卜0“tak，ト
or-pay可 steIllとは，ナフサセγター企業とー且.lil割引費けD奏曲をした場合，詩茸品企革
がかりに計圃通り運転しなかったとしても一定の原料代金を支払う，という制度である。このよ
うなベナルテ f方式は結局.rわが国の商習慣に合致しない」として実現きれなかョた@
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心企業である三井東圧がすべて行ない，その上で各企業へ休職派遣させるとい

う形になっている。

以上からも明らかなように， リズムとバヲ Yスのための機関は総じて形式的

なものであって，ここで整理してみると，まず異種資本系列コ Y ピナートでは，

ナフサセ Yター企業(石油資本〉と各個別の誘導品企業との年に 1~2 回の個別

交渉ですまされており，コ y ピナート構成企業が一堂に会して「リズムとバラ

γス」を協議することはなく，次に同一資本系列コンピナートでは，元来同系

の企業で構成されτいるため，かえってその種の協議会形式は円滑であるが，

乙れもそのコ Y ピナートの「主催者」であるナアサセンター企業の強力な統率

力のもとにおかれているひ結局いずれにおいても，その内容こそ違え，コンビ

ナ ト全体のリズムとパラ γ スはナフサセンタ 企業が中心となって取られて

いるわけである。

わたLはさきに，巨大化し複雑化した現宍の生産単位たるコ Y ピ十一トでは，

ますます単独の企業が全生産部門を掌握することが困難となり，代わりに資本

系列(資本グルーのが系列下の諸企業に各生産部門を担当させつつ支配する，

と述べたが，さらに詳しくいえば，いま見たように，コンビナート内の「主催

者」であるナフサセYター企業が両者の中間項となって r一つの生産単位」

としてのリズムとパラ Yスを取っていると言えよう。このように考えてくると，

さきに述べたνーニ Yやイ・プリュ ミYの規定とわが国の石油化学コ γピナ

トの現状との不一致は，現代の巨大化じ複雑化した生産単位に対応してコ Y

ピナートが一個の資本系列のもとに統合されざるを得ないことから，かれらの

規定，すなわち結合された生産諸部門が「一個の企業」に統合されるという意

味は，それが企業であれ資本系列であれ，コンピナート全体が「一個の支記」

のもとに統合されるというふうに埋解すべきであろう。


